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１ ．はじめに

１．１　本論文の目的

　本論文の目的は、研究開発のマネジメントに関する代表的な先行研究のレ

ビューをおこない、今後の「基礎研究のマネジメント」に関する研究について

の展望を示すことにある。大学・公的研究機関・企業でおこなわれる科学研究、
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特に基礎研究については、その大半が組織あるいはチームでおこなわれている

のにもかかわらず、多くの先行研究では分析対象を研究者個人としている。し

かし、組織あるいはチームとしておこなわれる研究の業績は、必ずしも研究者

個人の業績の総和にはならない（注１）。また、その組織的研究の組織およびプロ

セスは多様であることが想像される。本論では、そのような新しい組織と研究

プロセスを議論するために必要な概念枠組みを検討する。

１．２　「基礎研究」の定義と範囲

　本論文が対象とする「基礎研究」について、最初に定義しておこう。

　製品には製品ライフサイクルといわれる「製品の一生」がある。どの新製品

も市場の成長期、成熟期をへて衰退期にいたり、新たな製品に取って代わられ

ていくのである。企業が生き残っていくためには、現在の製品や製法の改良だ

けでなく、新たな製品の基礎になる技術を研究し、新たな付加価値を持つ製品

を開発し、連続的に市場に導入していかなくてはならない。そのためにおこな

われるのが研究開発（����������	
�����
����	������）である。

　研究開発は、基礎研究、応用研究、開発の三段階に分けて捉えられる。総務

省統計局がおこなう「科学技術研究調査」では、各段階を次のように定義して

いる。基礎研究（�����������	�
）とは、「特別な応用、用途を直接に考慮する

ことなく、仮説や理論を形成するため若しくは現象や観察可能な事実に関して

新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究」のことを指す。応用

研究（����������	�
��
）とは、「基礎研究によって発見された知識を利用して、

特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及び既に実用化されている

方法に関して、新たな応用方法を探索する研究」のことである。そして、開発

（����������	）とは、「基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識の利

用であり、新しい材料、装置、製品、システム、工程等の導入又は既存のこれ

らのものの改良をねらいとする研究」を指す。
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　例えば、自動車メーカーを例にすると、次世代の車に利用するための、超低

燃費技術や次世代燃料の研究が〈応用研究〉であり、新車の開発が文字通り

〈開発〉にあたる。企業においては、応用や用途を考えない「純粋な基礎研究」

は非常に少ない。大学や公的研究機関がおこなう科学的研究と同様の内容で

あっても、自社の事業分野への展開を目的としている場合がほとんどである。

例えば、ホンダ（本田技研工業）の場合、�����で有名なヒューマノイドロ

ボットの研究は、現在の事業分野とは直接的には関係しないが、将来の事業展

開を視野に入れておこなわれてきた。このように目的を持った基礎研究である

ことが多い。

　本論文の目的は、今後の「基礎研究のマネジメントに関する研究」について

の展望を示すことにあるが、先行研究において基礎研究のみに焦点を置いた研

究が少ない。そのため、第３節でおこなう先行研究のレビューは、研究開発全

体を対象とした研究を対象としている。

２ ．基礎研究組織の変化と環境

　「例えば今年、１０月初旬までに������に掲載された約７００本の論文のうち、１

人の著者によって書かれた論文は６本しかない。ほかの主要な論文誌を見ても、

この比率はだいたい同じになるだろう」（���������	
２００８）。近年、大学や公的研

究機関でおこなわれる基礎研究は、研究スタイルが変化してきている。以前よ

り大きな組織で研究がおこなわれるようになってきた（��������	
��
���������

２００７）。ゲノム研究に代表されるように、日米欧に広がった研究者が、大規模な

チームを組んでおこなうようになってきている。

　また一方、ここ数年で、日本の大学および公的研究機関をとりまく環境は大

きく変わってきた。行政改革により、２００１年から国の機関・研究所の独立行政

法人化がおこなわれた。主務大臣が提示する中期目標に対し、研究機関が中期
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計画、年度計画を作成し、研究を実施する。そして、その成果および研究機関

の運営状況について省から評価を受けるというシステムに変わった。また、新

たな制度の創設による競争的研究資金の増加は、交付金主体の単純な研究資金

構造からマルチファンディング・システム（���������	��
��
����）への移行を

意味している。大学および公的研究機関は、より競争的な研究環境におかれる

ようになったのである。これらの改革・環境変化に戦略的に適応していくため

に、独立行政法人化された研究機関を中心に、従来無かった、あるいは、規模

の小さかった研究企画や調査、研究評価、産学官連携、知的財産管理、グラン

ト獲得支援といった機能を担う組織・職の設置・拡充が行われている　（������，

２００４；佐々木，２００５；佐々木・関根・大井，２００４；小山田・佐々木・斎藤・小

林，２００４）（注２）。

　これらの改革・環境変化に対して、大学および公的研究機関が戦略的に適応

していくためには、より効果的かつ効率的に、組織的な基礎研究をおこなって

いく必要がある（注３）。

３ ．先行研究のレビュー

　広義での「研究マネジメント」に関連する先行研究は、研究対象によって、

大きく二つに分けることができる。一つは、���������	
���（１９６６）を嚆矢と

する研究で、研究者個人の属性や志向、モチベーション、満足度、職務あるい

は組織へのコミットメント、コミュニケーション・パターンなどと、個人の業

績（論文数、特許数など）との関係を議論する（注４）。

　もう一つは、自動車産業を研究対象とした���������	
��
�
（１９９１）に代表

される、「企業における製品開発プロセスおよび組織」を対象とする研究である。

主に製品開発プロジェクトを分析単位とし、それを対象とした事例研究や定量

的な分析により、製品開発パフォーマンスと、そのプロセスおよび組織との関
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係について議論してきた。

　この二つの流れの中から代表的な研究についてレビューしていこう。

３．１　コミュニケーションと研究開発パフォーマンス

　研究開発パフォーマンスの決定要因として、組織メンバー間のコミュニケー

ションに注目する研究がおこなわれてきた。

　その代表的研究者である����������	
（１９８２）は、組織メンバーのプロジェ

クトへの平均在籍年数とコミュニケーション・パターン、プロジェクトのパ

フォーマンスの関係を分析し、���シンドローム（�����������	�
����

��������）という状況を指摘している。彼らがおこなった研究では、平均在籍

年数が２～３年の時に最もパフォーマンスが高くなるが、２�５年を越えた頃か

ら外部とのコミュニケーションの頻度が低下していき、５年を過ぎるとパ

フォーマンスは顕著に低下している。プロジェクトの在籍年数が長くなるにつ

れて、プロジェクト内でのルーチンが確立されていき、不確実な要素が減って

いく。そのため、外部の情報はその安定した状態をかき乱す要因になる。それ

を心理的に避けてしまうようになるため、外部とのコミュニケーションの頻度

が低下するのである。

　�����（１９８４）は、研究開発組織において組織メンバーのコミュニケーショ

ン・パターンと研究開発パフォーマンスの関係を分析し、パフォーマンスの高

い組織にはゲートキーパー（����������）が存在することを指摘した。ゲート

キーパーを担う研究者・技術者は、高度な専門知識を持ち、かつ、外部の最先

端の技術情報を収集する。そして、収集した技術情報を組織内部で他の研究

者・技術者に伝達していくのである。また、他の研究者・技術者からの技術的

相談を受けることも多い。組織内でのコミュニケーションの中心的存在である。

つまり、外部との技術的コミュニケーションがゲートキーパーに集中しており、

かつ、ゲートキーパーが外部から獲得した技術情報を内部で伝達していく機能
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を果たしている場合に、その組織の研究開発パフォーマンスは高くなるのであ

る。

　また、�����らは、研究、開発、技術サービスという性格の異なるプロジェク

ト別に、高業績をあげたプロジェクトにおける研究者・技術者のコミュニケー

ション・パターンを明らかにした（���������	
����
������１９７９�������������	�

��������	１９８０）。業務関連の口頭コミュニケーションを、企業内（研究所内、

他部門間）、企業外（業務的、専門的）、プロジェクト内に分けて記録し、その

分析結果から、プロジェクトの特性によって最適なコミュニケーション・パ

ターンが異なることを指摘した。研究プロジェクトの場合には、メンバー全員

が同じ程度に外部とのコミュニケーションをおこなっているプロジェクトのパ

フォーマンスが高く、開発プロジェクトでは、ゲートキーパーに集中している

場合にパフォーマンスが高いことが明らかにされた。

　これらの先行研究に対して原田（１９９８）は、�����らがゲートキーパーの研究

で観察した〈情報収集機能〉と〈情報伝達機能〉に加え、現在の研究開発活動

では〈知識転換機能〉が重要な役割を果たしていると指摘した。〈情報収集機

能〉と〈知識転換機能〉には異なるスキルが必要なため、組織内でのコミュニ

ケーションの頻度が高いコミュニケーション・スターとゲートキーパーは必ず

しも一致しないことを明らかにした。そして、ゲートキーパーが組織内にもた

らす外部の情報を組織特有の知識へと転換する〈トランスフォーマー〉として

コミュニケーション・スターを再定義した。原田は、日本の中堅工作機械メー

カーを対象にした定量的調査による実証結果から、トランスフォーマーが他の

研究者と比較して外部からの情報収集活動を頻繁におこなっているわけではな

いことを明らかにした。�����らの先行研究が主張している二段階のコミュニ

ケーション・フロー（ゲートキーパー�→�他の研究者）ではなく、三段階のコ

ミュニケーション・フロー（ゲートキーパー�→�トランスフォーマー�→�他の

研究者）が存在することを指摘している。
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３．２　組織デザインと研究開発パフォーマンス

　組織デザインと研究開発パフォーマンスとの関係については、これまでにも

多くの実証研究がおこなわれてきた。それらの先行研究の内、代表的なものを

紹介しよう。

　先進的な技術の開発には機能別組織が望ましく、部門間の調整が多い複雑な

製品の開発にはプロジェクト・チーム型の組織が望ましいとされてきた。では、

先進的な要素技術の開発と、製品の全体的な統合性を合わせて追求するための

マトリックス型の組織では、どのような場合に最もパフォーマンスが高いので

あろうか。����と�����による初期の代表的研究は、９つの技術系企業におけ

る８６の研究開発プロジェクト・チームについて定量的調査をおこない、機能部

門のマネジャーとプロジェクト・マネジャーの相対的な影響力がどのようにプ

ロジェクトのパフォーマンスに対して影響を与えるのかを明らかにしている

（����������	
��１９８５）。パフォーマンスが高いプロジェクトでは、プロジェク

ト・マネジャーは、上位の経営層からのサポートや後ろ盾を得ていて、プロジェ

クトに重要な経営資源を調達したり、マーケティングや製造部門との調整をお

こなうのに十分な権限を持っていた。一方、機能部門マネジャーは、プロジェ

クトの技術面に深く関与し、専門的な知識から意思決定をおこなっていたので

ある。つまり、プロジェクト・マネジャーが組織的な影響力を持ち、かつ、機

能部門マネジャーが技術の詳細な部分についての影響力を持つ組織構造がとら

れているときに、最もパフォーマンスが高くなるのである。

　����らの研究に代表される初期の研究では、調査範囲を研究開発部門のみと

していた。その後、１９８０年代中頃からハーバード大学・マサチューセッツ工科

大学の研究者が中心になって進めてきた自動車産業に関する研究では、製造や

マーケティングなどの機能部門と部品メーカーなどを含む組織構造に調査範囲

が広げられた。���������	
��
�
（１９９３）は、日米欧の自動車メーカー２０社で

おこなわれた約３０の製品開発プロジェクトを対象に、組織構造とパフォーマン
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スの関係を明らかにした。

　彼らの研究では、専門的知識を重視した〈分業化の程度〉、部門間の調整に

関する〈内的統合の程度〉、ユーザーのニーズに製品コンセプトと設計を適合

させる〈外的統合の程度〉という３つの視点から組織構造を分類した。機能別

組織、軽量級プロダクト・マネジャー型組織、重量級プロダクト・マネジャー

型組織、プロジェクト実行チームの４つである。そして、分業化の程度が比較

的低く、プロダクト・マネジャーが製品開発プロセス全体に強い影響力を持つ

〈重量級プロダクト・マネジャー型〉の組織が、すべてのパフォーマンス指標

（製品開発の生産性、リードタイム、製品が顧客の要求を満足させる程度）に

おいて最も高いことを明らかにした。

　製品開発・技術開発における、機能部門リーダーとプロジェクト・リーダー

の活動について、永田（２０００）は組織的知識創造理論（������������	
��
��

１９９５）の枠組みを導入して分析をおこなっている。知識変換の����モードに

関する枠組みを導入し、機能部門のリーダーである技術開発部門リーダーとプ

ロジェクト・リーダーの行動様式の差異と、その行動様式と開発パフォーマン

スの関係が分析された。日本の上場企業５２１社に対する質問票調査の分析結果

から、製品開発・技術開発という知識創造プロセスにおいて、技術開発部門

リーダーとプロジェクト・リーダーでは、それぞれ異なる役割を期待されてい

ることを明らかにした。プロジェクト・リーダーは〈表出化〉と〈連結化〉に

よって知識変換を促進する役割が重要であるのに対し、技術開発部門リーダー

には、〈共同化〉と〈連結化〉によって知識変換を促進する役割を期待されてい

るのである。

　プロジェクト・リーダーは、短期間のプロジェクトにおいて、新たな製品・

技術を開発しなければならない。そのため、経験的な知識を言葉にしたり、新

たな製品コンセプトや技術を企画していく〈表出化〉や、集められた複数の機

能部門に所属するメンバーの知識を統合する〈連結化〉が重要なのである。一
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方、技術開発部門では長期間にわたって技術開発をおこなうため、暗黙知ベー

スで知識の共有をおこなう〈共同化〉の比重が高くなる。また、部門内の専門

家どうしによる特定技術に関する知識の〈連結化〉が重要となる。そのため、

共同化と連結化に関する行動が、技術開発部門リーダーにとって重要な役割に

なるのである。

　研究開発マネジメント研究の中から代表的な研究についてレビューしてきた。

これらの先行研究では、基礎研究の組織的なプロセスはブラックボックス的に

扱われてきた。また、基礎研究を対象としている場合でも、研究目的が明確な

プロジェクトタイプの基礎研究を対象にしており、定常的な組織での����������

������な基礎研究は視野に入れていない。これらの研究は、分析の視点や変数、

枠組みについては現代の組織的な基礎研究に適用できるものも多いと思われる

が、直接的に意味のある示唆を与えるには至っていない。

４ ．研究の展望

　大学および公的研究機関が、置かれている環境の変化に対して戦略的に適応

していくためには、より効果的かつ効率的に、組織的な基礎研究をおこなって

いく必要がある。近年、組織でおこなわれる基礎研究のマネジメントを対象と

する研究は、一部の研究者によっておこなわれるようになってきた。

　例えば、����������	�

（２００４���２００４�）や���������	
����
��
��������������
���

��������（２００４）は、研究チームの構成メンバーの属性と研究成果との関係に

着目した研究をおこなっている。研究者を専門分野、���������	
����

��
（研究

だけをおこなう研究者）と���������（教務もおこなう研究者）、テニュア（終

身在職権）の有無、研究者と研究補助者（テクニシャン）、性別、年齢などの属

性で分け、研究チームとしての研究成果との関係を分析している。

29基礎研究マネジメントに関する研究の展望（佐々木）



　しかし、これらの研究には、���������	
��
�
（１９９３）や������������	
���

（１９９５）の製品開発マネジメント研究でおこなわれた、現場への接近、特に組

織メンバー間のインタラクションや知識創造プロセスを説明しようとするアプ

ローチは見られない。研究グループを構成する研究者のバックグラウンドなど

の静的な条件での分析にとどまっている。

　今後は、ケーススタディ、エスノグラフィーなどの定性的な研究方法を導入

し、組織のダイナミクスにまで踏み込んだ研究をおこなうことが求められるで

あろう。
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【注】

１）主に基礎研究のパフォーマンスは、以下の指標で測られることが多い：論文数、特

許出願数、特許取得数、学会での発表数、国際会議での発表数、獲得した競争的研究

資金、主催したワークショップ等の数。なお、論文数については、各学術雑誌の影響

度を示す�����������	
を合わせて評価されることがある。

２）融合研究（����������	
�����
��������）の増加や、ポスドクなど流動的な研究員の増

加という科学技術政策の変化も背景にあると考えられる。

３）独立行政法人化された大学および公的研究機関では、研究の成果について外部評価

を受けることになり、組織の見直しや研究マネジメントについての再検討がおこなわ

れ始めている。本研究は、実践的・政策的な示唆として、それらの意思決定に有効な

示唆を与えることが期待できる。

４）他にも、組織行動論の研究者により、リーダーシップ、モチベーション、職務関与・

組織コミットメントと研究開発パフォーマンスとの関係が研究されている。
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